
タン ゲ フミ エ ヒ オキ アツ シ モリ チ ナツ トミ ダ タカ コ

＊１岐阜県健康福祉部保健医療課技術主査 ＊２岐阜県西濃保健所長 ＊３同技師 ＊４同技術主査

第55巻第６号「厚生の指標」2008年６月

糖尿病による医療機関受診状況および受診に影響を及ぼす因子について分析し，地域におけ
る一次予防を中心とした糖尿病対策のための資料とする。
岐阜県全体における国民健康保険での糖尿病による受診状況の推移，性・世代別による特徴，

地域による特徴，受診に影響する因子について分析した。
糖尿病による受診率および被保険者１人当たり医療費ともに，すべての性・年齢，地域にお

いて上昇を示した。出生コホート別に受診率を比較すると，すべての世代で加齢とともに高く
なっており，糖尿病では若い世代ほど受診率が高くなっていた。地域別では，平野部の市およ
びその周辺で受診率が高くなっていた。男では人口密度が受診率と正の相関を示したが，男女
とも人口10万対医師数または医療施設数との有意な関連はみられなかった。
糖尿病による受療開始の低年齢化と加齢に伴う増加が顕著に認められ，すべての者を対象と

した糖尿病の対策の強化は急務であると結論した。
糖尿病，国民健康保険，受診率，医療費，出生コホート

Ⅰ

国の糖尿病実態調査1)から推計される「糖尿
病が強く疑われる人」の数は，1997年の約690
万人から2002年には約740万人に，「糖尿病の可
能性を否定できない人」は，1997年の約680万
人から2002年には約880万人に増加した。糖尿
病は，網膜症，腎症，神経障害といった合併症
を併発することがあり，冠動脈疾患，脳血管障
害，下肢閉塞性動脈硬化症等の危険因子となる
ことから，その管理や予防は重要である1)2)。
また，これらの合併症による の低下のみ
ならず，糖尿病による不健康自覚者割合の増
加3)も報告されている。さらに，アジア地域に
おいては，若い時期から軽度の肥満でも糖尿病
に罹患しやすい4)ことが知られており，一次予
防に重点を置いた総合的対策が必要とされてい

る。
本研究では，地域における糖尿病対策の資料
とするため，国民健康保険（以下，国保）から
みた糖尿病による受診状況の推移と受診に影響
を及ぼす因子について分析を行った。

Ⅱ

最初に，岐阜県内における国保での受診およ
び医療費の状況について分析した。1985年から
2005年までの５年ごとの５月診療分5)のうち，
糖尿病，高血圧，医科合計分について，性・年
齢階級別（85歳未満５歳階級および85歳以上，
ただし1985年のみ70歳未満10歳階級および70歳
以上）の受診件数，医療費，被保険者数から，
年齢調整受診率および被保険者１人当たりの年
齢調整医療費を求めた。ただし1985年のデータ
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のみ10歳階級の数値で代用した。年齢調整の基
準人口には昭和60年モデル人口を用いた。岐阜
県の人口は2005年10月現在，約211万人であっ
た。対象期間における国保加入割合は，54歳未
満が男女とも２～３割で，以降，男では60歳代
前半に約55％と急上昇し，60歳代後半以降は
７～８割，女では50歳代後半に約4割となり，
60歳以降６～８割に上昇していた。
次いで世代別の受診率の推移を比較するため，

５歳階級ごとの出生コホートにおける受診率の
1995年から2005年までの推移をグラフ化した。
この間，2002年10月から70歳以上の医療費自己
負担が１割となっている。
地域間の格差については，市町村ごとの年齢

調整受診率を求めて比較した。岐阜県内の市町
村数は，いわゆる「平成の市町村大合併」完了
後の42に補正して計算した。
次に，市町村における糖尿病による国保受診

率に影響する因子を調べるため，各市町村にお
ける2005年の年齢調整国保受診率を目的変数に，
医療提供に関する指標として2004年の人口10万
対医師数および同医療施設数6)を，個人に関す
る指標として2003年の１人当たり市町村民所得，
2004年の車両保有割合7)，2005年の産業分類別
従業者割合8)を，生活環境指標として2005年の
人口密度および2000年から2005年にかけての世
帯数増減率を，保健サービス指標として2002年
度の基本健診受診率，2004年の人口10万対保健
師数，同栄養士数を説明変数に用いて重回帰分
析を行った。
このほか，国保受診率と2005年度の県内市町
村における基本健診結果9)のうち，40～74歳男
女における が25以上の者の割合，血中ヘ
モグロビン（ ） が5.5％以上もしくは6.1
％以上の者の割合との関連について分析した。
なお，2005年度における40～74歳の国保加入者

数に対する同年齢の基
本健診受診者数の割合
は男で29％，女で53％
であった。また，
については42市町村中
38市町村でデータが得
られ， は基本健
診受診者の40％以上が
測定対象となった28市
町村のデータを用いた。

Ⅲ

糖尿病による年齢調
整国保受診率
および被保険者１人当
たり年齢調整医療費
（表示せず）は順次上
昇し，特に2000年から
2005年にかけては著し
く上昇した。2005年に
おける年齢調整受診率
は男で2.9％，女で2.2
％，40～64歳ではそれ
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医師数(人口10万対)('04)
医療施設数(人口10万対)('04)
市町村民所得('03)
車両保有割合('04)
農業従業者割合('05)
建設業従業者割合('05)
製造業従業者割合('05)
運輸業従業者割合('05)
卸売・小売業従業者割合('05)
飲食店・宿泊業従業者割合('05)
医療・福祉従業者割合('05)
教育・学習支援業従業者割合('05)
サービス業従業者割合('05)
人口密度('05)
世帯数増減率('00-'05)
基本健診受診率('02年度)
保健師数(人口10万対)('04)
栄養士数(人口10万対)('04)
自由度調整済重相関係数

注 ＊ｐ＜0.05，＊＊ｐ＜0.01，＊＊＊ｐ＜0.001

男 女

相関係数 偏相関係数 相関係数 偏相関係数

第55巻第６号「厚生の指標」2008年６月

ぞれ4.9％，3.5％で
あった。医療全体での
受診に占める糖尿病の
割合は，男では1985年
の1.9％から2005年に
は5.9％に，女では同
様に1.3％から3.9％に
上昇した。１人当たり
医療費に占める割合も
同様に，男では1985年
の3.1％から2005年に
は6.4％に，女では同
様に2.4％から5.6％に
上昇した。
性・年齢階級別の国

保受診率をみると，ど
の年次においても40歳
以上で急上昇し，70～
74歳をピークとして，
75歳以上では低下した

。年次別の推
移をみると，全年齢階
級で順次上昇し，特に
2001年から2002年にか
けて著しい上昇がみら
れた。
国保受診率を出生コ

ホート別にみると，ど
の世代においても加齢
とともに上昇した
。また高血圧と異

なり糖尿病では，若い
世代になるに従ってよ
り若い時期から受診率
が上昇し，上昇の割合
も大きくなっていた。
国保加入割合が大きく
上昇する男の60歳代，
女の50歳代後半から60
歳代の前後で，受診率
の上昇割合に明らかな相違はみられなかった。
市町村別の年齢調整国保受診率をみると，男

で1.81～3.80％，女で1.03～3.01％と差が認め
られ，平野部の市およびその周辺で高かった。
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市町村別の糖尿病による年齢調整国保受診率
（2005年）と医療提供，個人，生活環境，保健
サービス指標との関連をみると，単相関係数で
はいくつかの指標が相関を示したが，重回帰分
析の結果，男で人口密度（2005年）および基本
健診受診率（2002年度）が正の相関を示したの
みであり，女では明らかな相関を示す指標はな
かった 。人口10万対医師数，医療施設
数（2004年）との有意な関連はみられなかった。
各市町村の糖尿病による国保受診率（2005

年）と，基本健診結果（2005年度）での
が25以上の者の割合，または が5.5％以
上もしくは6.1％以上の者の割合との間に有意
の相関は認められなかった。

Ⅳ

本研究では国民健康保険の加入者を対象とし
ていることから，県民の中でも対象者の特性に
偏りがある可能性は否定できない。国保加入率
は，男では60歳代，女では50歳代後半から60歳
代に急上昇したが，この前後で，糖尿病による
国保受診率に大きな変化はみられなかった。こ
のことから，継続した国保加入者と他の保険か
らの移行者との間に糖尿病による受診状況に大
差はないものと考えた。
糖尿病による国保受診率および１人当たり医

療費の1985年から2005年にかけての伸びは４倍
前後となっており，医科分全体の受診率および

医療費の伸びが1.5倍前後であるのに比べて顕
著であった。糖尿病による受診増は，単なる医
療アクセス向上に伴う上昇ではないと考える。
ある年の糖尿病による年齢階級別国保受診率を
みると，加齢とともに上昇し，70～74歳でピー
クとなって，75歳以上では低下しているように
みえる。しかし，出生コホート別の受診率の推
移からは，男女ともすべての世代で，75歳以降
も含め，加齢とともに上昇し続けていることが
確認できた。横断的な分析では，高齢者に対す
る糖尿病対策はあまり重要ではないようにもみ
えるが，コホート分析を行うと，対策を軽視で
きないことがわかる。
市町村別の糖尿病での受診率をみると，平野
の市およびその周辺で受診率が高かった。受診
率が高い背景としては，糖尿病そのものが多い
こと，発見される割合が高いこと，治療に結び
つきやすいことが考えられる。発見に関しては，
国保加入者と基本健診の対象者はほぼ一致す
る10)ことから，基本健診受診率が高いと発見も
多くなるはずである。しかし，平野の市および
その周辺では基本健診受診率が低い傾向にあり，
国保加入者の中で発見される割合は低いものと
考える。しかし，多変量解析では男で健診受診
率との関連が示唆され，県全体でみると，健診
による発見もある程度関与している可能性があ
る。また，コホート別の40歳以上で国保受診率
が上昇していることからも健診受診による影響
が示唆される。医療提供に関する指標との関連

については，多変量解
析の結果からは男女と
も認められず，医療へ
の好アクセスによる受
診増加は明らかとはい
えない。国の糖尿病実
態調査結果1)によると，
「 が6.1％以上
または糖尿病の治療中
の人」のうち現在糖尿
病の治療を受けている
人は約半数と推定され
ているが，岐阜県内７
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市町および岐阜県職員の健診結果（2006年度）
から集計した「 が6.1％以上または糖尿
病の治療中の人」の割合11)と本分析での国保受
診率（2006年）は近似しており ，国保
加入者における治療を受けている者の割合はか
なり高いものと考える。男では人口密度との関
連が示された。食生活，運動不足，ストレ
ス12)13)等の生活環境因子の影響による糖尿病そ
のものの増加によって国保受診率が高くなって
いる可能性がある。
糖尿病による国保受診率と，基本健診での
または 高値者の割合には有意の相

関は認められなかった。基本健診受診率が高く
ないことから，年齢構成，健康に関する意識，
医療機関受診状況等の健診受診者の特性による
影響があるものと考える。
今回の分析では，集団における明らかな糖尿

病増加因子は解明できなかった。しかし，市お
よびその周辺を中心とした糖尿病の増加が示唆
された。一次予防による糖尿病の抑制，ハイリ
スク者に対する早期介入による悪化防止，およ
び患者教育・食事療法・運動療法を重視した治
療14)による早急な対策が必要である。
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